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まちづくりのテーマ
令和８年度北広島市予算案のポイント

自然と創造の調和した豊かな都市

１

希望都市 交流都市 成長都市

昨年の市長選後、本格的な予算編成

新たな施策を「展」開する年

第６次総合計画

めざす
都市像

子ども医療費助成の拡大、子ども夢応援事業や小中学校のエアコン整備な
どの子育て・教育施策をはじめDXやGXの推進など新たな施策を展開
物価高騰対応や地域公共交通の確保など喫緊の課題に対する施策、交通結
節点形成事業や文化施設改修事業等の中長期プロジェクトに関する予算等
を措置し、めざす都市像の実現と社会課題の解決に挑む
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予 算 の 規 模
令和８年度一般会計予算 ３５３億２，１９１万１,０００円

（対前年度 ＋11億9,738万3千円 ＋３.５％）
特別会計・企業会計を加えた全会計では、５４７億８，３２２万8，０００円

（対前年度 ＋10億6,866万6千円 ＋２.０％）

●市長選挙後の新たな事業への取組のほか、交通結節点形成事業などの大型事業の実施や、
人件費・物価等の上昇、扶助費などの社会保障費の増加などの影響により、過去最大の予算規模
●市税や譲与税・交付金の増などにより一般財源総額は前年度から増額を見込む

令和８年度北広島市予算案のポイント

１ 各会計予算額 ２ 一般会計予算規模の推移

２

会計区分 令和8年度 令和7年度 増減額 増減率
一般会計 35,322 34,125 1,197 3.5%
特別会計 12,872 12,975 △ 103 △ 0.8%
企業会計 6,589 6,615 △ 26 △ 0.4%
合計 54,783 53,715 1,068 2.0%

（単位：百万円、％）
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主 な 政 策 事 業
令和８年度北広島市予算案のポイント

３

１か月児健康診査にかかる費用の一部を助成

乳幼児保健推進事業

１,０２４千円

健 康 ・ 福 祉

所得制限を撤廃したうえで、助成対象を高校生世代まで
拡大するとともに、自己負担額を初診時一部負担金のみ
とする。あわせて、ひとり親家庭や重度心身障がい者医
療費助成も拡大する

子ども医療費助成事業 外
３７０,９８３千円

産後ケア事業の対象月齢を拡大するとともに、多胎妊婦
の健康診査費用の助成を拡大

妊産婦保健推進事業
１,２２１千円

保護者の就労状況に関わらず保育所等を時間単位で利用
できる「こども誰でも通園制度」を市内２園で実施

乳児等通園支援事業

１７,０８１千円拡大

拡大

拡大

介護福祉士や介護支援専門員になるために
必要な研修受講料の一部を助成

福祉人材確保対策事業

１,００３千円拡大
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主 な 政 策 事 業
令和８年度北広島市予算案のポイント

３

西部地区義務教育学校の整備にかかる実施設計を実施

西部地区義務教育学校整備事業
１２２,５００千円

教 育 ・ 文 化

開館から28年が経過した芸術文化ホールの改修に向けた
再整備調査を実施

文化施設改修事業
４６,０００千円

新規

すべての市立小中学校にエアコン等冷房設備を整備する
ため実施設計を実施するとともに、東部小学校、北の台
小学校、大曲東小学校に先行して整備

小中学校エアコン等冷房設備整備事業
（令和７年度からの繰越予算）６３７,１１３千円

校内教育支援センターの全校開設及び相談員の配置時間
数を増加。また、フリースクール利用料の一部を助成

不登校いじめ対策
４,７５６千円 外

（新規）421千円（拡大）4,335千円

新規

小中学校のキャリア教育と連動し、子どもの夢の実現に
向けたチャレンジを応援

子ども夢応援事業
１,１００千円新規

放課後の居場所と学習支援、体験活動の場となる
放課後子ども教室を新たに北の台小学校に開設

放課後子ども教室
７２０千円拡大

拡大

拡大
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令和８年度北広島市予算案のポイント

３ 主 な 政 策 事 業

救急搬送の迅速化・効率化のため、
救急搬送支援システムを導入

救急業務効率化事業

１８,９８９千円
公共施設の照明のＬＥＤ化を実施するとともに、市役所
にソーラーカーポートを設置。また、公用車に次世代自
動車（ＥＶ車）２台を導入

ゼロカーボン推進事業

１１５,８９３千円

ハンターの処遇改善を図るなどして、
ヒグマ出没への対応を強化

ヒグマ対策事業
７８１千円

はしご付き消防自動車を更新

２４７,４３３千円

消防車両等更新事業

重大な犯罪等の被害者やその家族に対し、
見舞金の支給等の支援を実施

犯罪被害者等支援事業

７００千円

拡大 新規

新規

新規

環 境 ・ 安 全

 公共施設のＬＥＤ化 ３４,３３６千円
（市営住宅、大曲出張所、排水機場）
 ソーラーカーポートの設置 ７２,０６１千円
 次世代自動車の導入 ９,４９６千円
※ 上記のほか令和7年度からの繰越として、小中
学校と学童クラブのＬＥＤ化を引き続き実施
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令和８年度北広島市予算案のポイント

３ 主 な 政 策 事 業

プロスポーツチームと連携し、ジュニアスポーツ講習や
プロスポーツチーム応援事業、交流イベントを開催

プロスポーツチーム連携事業

６０１千円
農作業の省力化等を目的としたスマート農業にかかる
機器等の導入に対する費用の一部を助成

スマート農業推進事業
４,５００千円

森林環境譲与税を活用し、林業就労環境の向上を図る
ため、林業の担い手や事業者に対する財政支援を実施

森林経営管理事業

１,８５０千円

拡大

新規

産 業 ・ 労 働

Ｆビレッジの経済効果を市内に波及させるため、
商工会と連携したスタンプラリー事業を実施

地域産業活性化推進事業

１,０００千円

新規

市内周遊促進のため、観光パンフレットを作成
あわせて、宿泊税（定率制）の導入に向けた取組を推進

観光推進事業
２,４４６千円拡大 拡大
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令和８年度北広島市予算案のポイント

３ 主 な 政 策 事 業 生活・都市基盤

輪厚三島線、南９号線、大曲工場１号支線、
西の里中学校通線等の改築工事及び実施設計の実施

道路整備の推進

４９０,１５８千円
市内完結バス路線の廃止に伴う代替路線
「北広島さんぽまち線」を運行

地域公共交通計画推進事業
４４,８９８千円

バス路線、通学路などの除雪及び市民との協働による
排雪、除雪車等の購入により除雪体制の充実を図る

除雪体制の充実
９５９,２６４千円

天使歩道橋、中の沢歩道橋等の改修工事及び実施設計
並びに橋梁の定期点検を実施

橋梁等長寿命化事業
５６９,０７３千円

拡大

（うち令和７年度からの繰越予算額278,860千円）
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令和８年度北広島市予算案のポイント

３ 主 な 政 策 事 業 行財政運営・地域

公共施設の予約のオンライン化、窓口の多言語対応機器
の検証、ＤＸ人材の育成など

ＤＸの推進・情報基盤の整備

３６８,９０７千円
市制施行３０周年記念式典及び記念事業を実施

市制施行３０周年記念事業
５,５２３千円

広島平和記念公園から平和の灯が分火されてから
３０年を記念した事業を実施

平和推進事業

８１０千円

新規

拡大

自治会・町内会活動のデジタル化を支援する講座を実施

地域コミュニティ推進事業

５３９千円拡大

拡大
（新規）3,523千円（拡大）2,000千円
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令和８年度北広島市予算案のポイント

３ 主 な 政 策 事 業

ボールパーク関連事業への市民参加の促進や
近隣市町村等との連携によるボールパーク構想の推進

ボールパーク構想推進事業
５,００４千円

ＪＲ新駅及び自由通路等からなる交通結節点の形成

交通結節点形成事業
５,２３６,４７２千円

ボールパーク構想の推進

（うち令和７年度からの繰越予算額1,076,151千円）

Ｆビレッジへのアクセス道路の整備

アクセス道路の整備
５４６,１１０千円

（うち令和７年度からの繰越予算額186,168千円）
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令和８年度北広島市予算案のポイント

３ 主 な 政 策 事 業

物価高騰の影響を受ける全市民に対し
一人当たり６千円の電子クーポンを配布

物価高騰対応生活支援事業
４２０,０００千円

物価高騰等の影響を受け、かつ融資を受けている市内の
事業者の負担の軽減を図るため支援金を支給

中小企業者等への支援
１６０,０００千円

物価高騰対策

医療機関、介護サービス事業所、障がい福祉サービス事
業所、子育て施設等に対し支援金を支給

福祉施設等への支援
２７,７６８千円

（全額、令和７年度からの繰越）

市立小中学校、市立保育所、私立教育・保育施設に対し、
食材の物価高騰分を補填

給食費物価高騰対策
６４,２２４千円
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各 会 計 の 予 算
令和８年度北広島市予算案のポイント

（単位：千円）

４
令和８年度 令和７年度
当初予算額 当初予算額 総額 伸び率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）
35,321,911 34,124,528 1,197,383 3.5% 民生費、衛生費、土木費及び職員費の増

12,871,664 12,974,695 △ 103,031 △ 0.8%

　国民健康保険事業 5,886,074 6,255,894 △ 369,820 △ 5.9% 保険給付費及び保険事業費納付金の減

　霊園事業 38,946 37,231 1,715 4.6% 霊園事業費の増

　介護保険 5,478,874 5,428,345 50,529 0.9% 保険給付費及び地域支援事業費の増

　後期高齢者医療 1,467,770 1,253,225 214,545 17.1% 後期高齢者医療広域連合納付金の増

48,193,575 47,099,223 1,094,352 2.3%

6,589,653 6,615,339 △ 25,686 △ 0.4%

　水道事業 2,225,460 2,372,635 △ 147,175 △ 6.2% 更新工事に係る建設改良費の減

　下水道事業 4,364,193 4,242,704 121,489 2.9% マンホール蓋更新工事等に伴う建設改良費の増

54,783,228 53,714,562 1,068,666 2.0%

比較

　一　般　会　計

小　　計

　企業会計

合　　計

主な増減要因区        分

　特　別　会　計
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一般会計歳入・歳出予算の内訳

＜前年度との比較＞
●市税は、市民税、固定資産税の増などで6億3,500万円の増(+7.0%)
●国庫支出金は、駅西口周辺エリア整備の減や定額減税補足給付の
終了などで1億4,000万円の減(△1.8%)
●市債は、交通結節点形成事業などの建設事業債の増などで
3億1,800万円の増(+10.8%)
●交付金等は、地方消費税交付金や地方特例交付金の増などで
2億1,600万円の増（+9.2％）

令和８年度北広島市予算案のポイント

１ 歳 入 ２ 歳 出
（単位：百万円）

＜前年度との比較＞
●総務費は、駅西口周辺エリア整備の減などで6億8,600万円の減(△20.1%)
●民生費は、教育保育施設給付や障がい福祉サービスなど扶助費の増
などで1億6,800万円の増(+1.4%)

●衛生費は、ゼロカーボン推進事業の増などで1億7,100万円の増(+9.8%)
●土木費は、交通結節点形成事業の増などで14億6,700万円の増(+23.1%)
●職員費は、給与改定などに伴い2億700万円の増(+5.1%)

５
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市 債 残 高 ・ 基 金 残 高 の 状 況
令和８年度北広島市予算案のポイント

１ 市 債 残 高 ２ 基 金 残 高

●令和8年度は、物価高騰や人件費の増加などに対する財源対策と
して財政調整基金を5億円、臨時財政対策債償還分として減債
基金を1億円、各種事業費の財源として特定目的基金を約7億円
取り崩すほか、寄附金等の積立金約4億円を計上したことから、
令和8年度末の基金残高は約25億円となる見込み

６

＜前年度との比較＞
●建設事業債の残高は、約19億円の増加
発行額32億8,030万円（前年度比+3億1,850万円、+10.8％）
交通結節点形成事業債16億8,290万円、市道整備事業債2億9,400万円など
●臨時財政対策債等の残高は、約9億円の減少
令和7年度以降、地方交付税代替財源の臨時財政対策債の発行なし
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参 考 資 料
令和８年度北広島市予算案のポイント

７

１ 一 般 会 計 歳 入 ・ 歳 出

２ １８・１９ページ

３ 特 別 会 計 歳 入 ・ 歳 出

４ 企 業 会 計 歳 入 ・ 歳 出 ２４・２５ページ

１５～１７ページ

２０～２３ページ

一 般 会 計 性 質 別 歳 出
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（単位：千円） （単位：百万円）

（Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）

総額 構成比 一般財源 総額 構成比 一般財源 総額 伸び率

1 9,698,830 27.5% 9,698,830 9,063,629 26.6% 9,063,629 635,201 7.0%

3,805,739 10.8% 3,805,739 3,464,101 10.1% 3,464,101 341,638 9.9%

4,524,867 12.8% 4,524,867 4,289,819 12.6% 4,289,819 235,048 5.5%

144,752 0.4% 144,752 154,725 0.5% 154,725 △ 9,973 △ 6.4%

437,478 1.2% 437,478 415,665 1.2% 415,665 21,813 5.2%

28,962 0.1% 28,962 30,176 0.1% 30,176 △ 1,214 △ 4.0%

757,032 2.2% 757,032 709,143 2.1% 709,143 47,889 6.8%

2 地方譲与税 220,098 0.6% 220,098 223,447 0.6% 223,447 △ 3,349 △ 1.5%

3 利子割交付金 16,000 0.0% 16,000 5,000 0.0% 5,000 11,000 220.0%

4 30,000 0.1% 30,000 24,000 0.1% 24,000 6,000 25.0%

5 48,000 0.1% 48,000 42,000 0.1% 42,000 6,000 14.3%

6 138,000 0.4% 138,000 124,000 0.4% 124,000 14,000 11.3%

7 地方消費税交付金 1,804,000 5.1% 1,804,000 1,643,000 4.8% 1,643,000 161,000 9.8%

8 196,000 0.6% 196,000 200,000 0.6% 200,000 △ 4,000 △ 2.0%

9 3,000 0.0% 3,000 30,000 0.1% 30,000 △ 27,000 △ 90.0%

10 1,500 0.0% 1,500 1,400 0.0% 1,400 100 7.1%

自動車税環境性能割の廃止環境性能割交付金

国有提供施設等
所在市町村助成交付金

ゴルフ場利用税交付金

配当割交付金

法人事業税交付金

市たばこ税

入湯税

軽自動車税

都市計画税

暫定税率の廃止

株式等譲渡所得割交付金

一般会計歳入　

区            分

令和8年度 令和7年度 比較

主な増減理由
（令和7年度当初予算比）

当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ）

市税

個人市民税+234、法人市民税+108

土地+87、家屋+102、償却+46

軽自動車税環境性能割の廃止

市民税

固定資産税
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（Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）

総額 構成比 一般財源 総額 構成比 一般財源 総額 伸び率

11 地方特例交付金 105,000 0.3% 105,000 54,000 0.2% 54,000 51,000 94.4%

12 地方交付税 5,423,000 15.4% 5,423,000 5,396,000 15.8% 5,396,000 27,000 0.5%

4,643,000 13.2% 4,643,000 4,636,000 13.6% 4,636,000 7,000 0.2%

780,000 2.2% 780,000 760,000 2.2% 760,000 20,000 2.6%

13 9,000 0.0% 9,000 8,000 0.0% 8,000 1,000 12.5%

14 分担金及び負担金 84,283 0.2% 0 83,326 0.2% 0 957 1.1%

15 使用料及び手数料 526,923 1.5% 0 529,754 1.5% 0 △ 2,831 △ 0.5%

16 国庫支出金 7,514,136 21.3% 0 7,655,101 22.4% 0 △ 140,965 △ 1.8%

17 道支出金 2,451,474 6.9% 0 2,425,452 7.1% 0 26,022 1.1%

18 財産収入 254,464 0.7% 18 344,955 1.0% 9 △ 90,491 △ 26.2%

19 寄附金 1,101,330 3.1% 700,000 1,301,330 3.8% 900,000 △ 200,000 △ 15.4%

20 繰入金 1,358,792 3.9% 500,000 1,130,258 3.3% 0 228,534 20.2%

21 繰越金 100,000 0.3% 100,000 100,000 0.4% 100,000 0 0.0%

22 諸収入 957,781 2.7% 15,528 778,076 2.3% 25,598 179,705 23.1%

23 市債 3,280,300 9.3% 0 2,961,800 8.7% 0 318,500 10.8%

建設事業等債 3,280,300 9.3% 0 2,961,800 8.7% 0 318,500 10.8%

臨時財政対策債 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

35,321,911 100.0% 19,007,974 34,124,528 100.0% 17,840,083 1,197,383 3.5%合             計

交通結節点+220

暫定税率補填+8、自動車税・軽自動車税
環境性能割補填+44

駅西口△390、減税補足給付△363、旧島
松駅逓△172、交通結節点+637

普通交付税

小学校給食△136

企業版ふるさと△200

財調+500、まち・ひと・しごと△168、
教育振興△75

特別交付税

交通結節点+584、ふれあい学習+180、消
防車両更新+110、消防指令共同△390

区            分

令和8年度 令和7年度 比較

主な増減理由
（令和7年度当初予算比）

当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ）

交通安全対策特別交付金
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（単位：千円）

（Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）

総額 構成比 一般財源 総額 構成比 一般財源 総額 伸び率

1 177,532 0.5% 177,532 180,302 0.5% 180,302 △ 2,770 △ 1.5%

2 2,732,629 7.7% 1,502,218 3,418,855 10.0% 1,170,231 △ 686,226 △ 20.1%

3 12,053,230 34.1% 5,235,787 11,885,320 34.8% 4,994,217 167,910 1.4%

4 1,917,697 5.4% 1,347,637 1,746,340 5.1% 1,247,454 171,357 9.8%

5 151,304 0.4% 41,140 94,882 0.3% 46,522 56,422 59.5%

6 374,523 1.1% 119,763 386,267 1.1% 131,928 △ 11,744 △ 3.0%

7 7,830,094 22.2% 2,116,072 6,362,737 18.7% 1,957,212 1,467,357 23.1%

8 468,397 1.3% 169,011 571,099 1.7% 122,781 △ 102,702 △ 18.0%

9 2,641,337 7.5% 1,743,340 2,768,092 8.1% 1,702,841 △ 126,755 △ 4.6%

10 2,624,451 7.4% 2,417,690 2,566,231 7.5% 2,349,409 58,220 2.3%

う ち 元 金 2,394,600 6.8% 2,187,839 2,407,748 7.0% 2,190,926 △ 13,148 △ 0.5%

う ち 利 子 229,851 0.6% 229,851 158,483 0.5% 158,483 71,368 45.0%

11 54,004 0.2% 54,004 54,980 0.2% 54,980 △ 976 △ 1.8%

12 4,246,713 12.0% 4,033,780 4,039,423 11.8% 3,832,206 207,290 5.1%

13 50,000 0.2% 50,000 50,000 0.2% 50,000 0 0.0%

35,321,911 100.0% 19,007,974 34,124,528 100.0% 17,840,083 1,197,383 3.5%

予 備 費

歳  出  合  計

諸 支 出 金

職 員 費 給料+70、手当+40、退手負担金+71

公 債 費

土 木 費
交通結節点+1,479、東西連絡橋施設補修+41、市道整備(BP)
△79

消 防 費 消防指令共同△390、消防車両更新+247

教 育 費
旧島松駅逓所△359、学校ICT△158、義務教育+108、中学校給
食調理場+93、大曲中学校防音復旧+53、文化施設改修+46

衛 生 費 ゼロカーボン+80、家庭ごみ+36、ごみ処理広域+41

農 林 水 産 業 費

商 工 労 働 費

一般会計歳出

（単位：百万円）

区      分

令和8年度 令和7年度 比較

主な増減理由（令和7年度当初予算比）当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ）

議 会 費

総 務 費 駅西口△780、ふれあい学習センター+200、地域公共交通+45

民 生 費
教育・保育給付+304、障がい福祉給付+127、子ども医療
+72、保育所整備+69、定額減税△363、公的介護整備△166
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（単位：千円）

（Ａ-Ｂ） （Ａ／Ｂ）

総    額 構成比 総    額 構成比 総    額 伸び率

１ 人 件 費 5,408,784 15.3% 5,185,561 15.2% 223,223 4.3%

２ 扶 助 費 7,938,159 22.5% 7,739,002 22.7% 199,157 2.6%

３ 公 債 費 2,624,451 7.4% 2,566,231 7.5% 58,220 2.3%

15,971,394 45.2% 15,490,794 45.4% 480,600 3.1%

４ 物 件 費 5,908,742 16.7% 6,055,109 17.8% △ 146,367 △ 2.4%

５ 維 持 補 修 費 961,330 2.7% 948,774 2.8% 12,556 1.3%

６ 補 助 費 等 3,014,072 8.6% 3,040,429 8.9% △ 26,357 △ 0.9%

７ 投 資 及 び 出 資 金 55,839 0.2% 57,349 0.2% △ 1,510 △ 2.6%

８ 貸 付 金 250,000 0.7% 250,000 0.7% 0 0.0%

９ 積 立 金 437,358 1.2% 422,798 1.2% 14,560 3.4%

１０ 繰 出 金 1,681,053 4.8% 1,673,681 4.9% 7,372 0.4%

１１ 普 通 建 設 事 業 6,992,123 19.8% 6,127,894 18.0% 864,229 14.1%

  補　助　事　業 5,308,853 15.0% 4,829,531 14.2% 479,322 9.9%

  単　独　事　業 1,683,270 4.8% 1,298,363 3.8% 384,907 29.6%

１２ 災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0% 7,700 0.0% △ 7,700 皆減

１３ 予 備 費 50,000 0.1% 50,000 0.1% 0 0.0%

35,321,911 100.0% 34,124,528 100.0% 1,197,383 3.5%

駅西口△780、旧島松駅逓所△357、交通結節点
+1,276、消防車両更新+247、保育所整備+69

歳　出　合　計

交通結節点+203、ふれあい学習センター+200、ゼ
ロカーボン+122、義務教育+108

会計年度+46

教育・保育給付+304、障がい福祉給付+140、子ど
も医療+71、定額減税△340

小         計

一般会計性質別歳出　

（単位：百万円）

区         分

令和8年度 令和7年度 比較

主な増減理由（令和6年度当初予算比）当初予算額（Ａ） 当初予算額（Ｂ）

DX推進△186、学校ICT△158、文化施設改修+46、
家庭ごみ+35、総合情報システム+34
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《参考》

人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費 補助費等 積立金
投資及び
出資金

貸付金 繰出金
普通建設
事業費

災害復旧
事業費

予備費 国・道支出金 地方債 その他 一般財源
目的別
給与費

議 会 費 177,532 158,700 14,781 4,051 177,532 40,064

総 務 費 2,732,629 238,882 1,349,785 3,887 214,951 435,096 110 489,918 182,872 222,300 825,239 1,502,218 1,266,004

民 生 費 12,053,230 335,950 7,864,501 779,195 3,653 1,298,495 1 1,680,943 90,492 6,551,247 13,700 252,496 5,235,787 953,508

衛 生 費 1,917,697 48,999 4,035 1,192,007 14,839 558,632 99,185 77,522 71,800 420,738 1,347,637 240,380

農 林 水
産 業 費

151,304 8,645 24,359 27,841 73,581 68 16,810 51,204 42,900 16,060 41,140 72,113

商 工 労 働 費 374,523 11,620 29,026 101 83,776 250,000 4,103 250,657 119,763 88,138

土 木 費 7,830,094 20,610 613,378 894,753 599,354 1 55,839 5,646,159 2,548,266 2,477,200 688,556 2,116,072 384,606

消 防 費 468,397 19,784 123,002 169 31,691 293,751 110,144 183,300 5,942 169,011 841,330

教 育 費 2,641,337 318,881 69,623 1,783,209 16,087 95,537 2,192 355,808 324,696 269,100 304,201 1,743,340 360,570

公 債 費 2,624,451 2,624,451 206,761 2,417,690

諸 支 出 金 54,004 54,004 54,004

職 員 費 4,246,713 4,246,713 115,556 97,377 4,033,780

予 備 費 50,000 50,000 50,000

合　　　　計 35,321,911 5,408,784 7,938,159 2,624,451 5,908,742 961,330 3,014,072 437,358 55,839 250,000 1,681,053 6,992,123 0 50,000 9,965,610 3,280,300 3,068,027 19,007,974 4,246,713

一般会計目的別・性質別歳出

（単位：千円）

区      分 総　額

性　　　　　　質　　　　　　別　　　　　　内　　　　　　訳 財　　　　源　　　　内　　　　訳
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令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

１ 国民健康保険税 847,062 893,290 △ 46,228 14.4% △ 5.2% １ 総務費 51,698 54,892 △ 3,194 0.9% △ 5.8%

２ 道支出金 4,520,636 4,777,733 △ 257,097 76.8% △ 5.4%  総務管理費 38,887 45,420 △ 6,533 0.7% △ 14.4%

３ 繰入金 509,861 572,330 △ 62,469 8.7% △ 10.9%  徴税費 12,811 9,472 3,339 0.2% 35.3%

４ 諸収入 8,201 12,389 △ 4,188 0.1% △ 33.8% ２ 保険給付費 4,433,969 4,692,627 △ 258,658 75.3% △ 5.5%

５ 財産収入 313 151 162 0.0% 107.3% 療養諸費 3,767,042 3,993,153 △ 226,111 64.0% △ 5.7%

６ 繰越金 1 1 0 0.0% 0.0% 高額療養費 653,922 683,938 △ 30,016 11.1% △ 4.4%

出産育児諸費 10,005 12,506 △ 2,501 0.2% △ 20.0%

葬祭諸費 3,000 3,030 △ 30 0.0% △ 1.0%

３ 国民健康保険事業費納付金 1,287,674 1,395,719 △ 108,045 21.9% △ 7.7%

４ 保健事業費 82,419 82,504 △ 85 1.4% △ 0.1%

５ 基金積立金 314 152 162 0.0% 106.6%

６ 公債費 23,000 24,000 △ 1,000 0.4% △ 4.2%

７ 諸支出金 4,000 3,000 1,000 0.1% 33.3%

８ 予備費 3,000 3,000 0 0.0% 0.0%

5,886,074 6,255,894 △ 369,820 100.0% △ 5.9% 5,886,074 6,255,894 △ 369,820 100.0% △ 5.9%

主な増減理由 主な増減理由
被保険者数の減少に伴う国民健康保険税の減 被保険者数の減少に伴う保険給付費の減

保険給付費の減少に伴う道支出金（保険給付費等交付金）の減 被保険者数の減少に伴う国民健康保険事業費納付金の減

国民健康保険事業財政調整基金とりくずしの減少による繰入金の減

合　　　　　　計 合　　　　　　計

国民健康保険事業特別会計

（単位：千円）

歳　　　　　　入 比較 構成比 伸び率 歳　　　　　　出 比較 構成比 伸び率
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令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

１ 使用料及び手数料 18,219 17,409 810 46.8% 4.7% １ 霊園事業費 30,155 28,514 1,641 77.4% 5.8%

２ 財産収入 33 40 △ 7 0.1% △ 17.5% ２ 公債費 8,491 8,417 74 21.8% 0.9%

３ 繰入金 20,694 19,782 912 53.1% 4.6% ３ 予備費 300 300 0 0.8% 0.0%

38,946 37,231 1,715 100.0% 4.6% 38,946 37,231 1,715 100.0% 4.6%

主な増減理由 主な増減理由

合　　　　　　計 合　　　　　　計

霊園貸付に係る使用料及び手数料の増、歳出の増に伴う繰入金の増 委託内容の見直しによる霊園事業費の増

霊園事業特別会計

（単位：千円）

歳　　　　　　入 比較 構成比 伸び率 歳　　　　　　出 比較 構成比 伸び率
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令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

１ 介護保険料 1,156,510 1,134,823 21,687 21.1% 1.9% １ 総務費 80,719 85,360 △ 4,641 1.5% △ 5.4%

２ 国庫支出金 1,196,618 1,189,397 7,221 21.8% 0.6%  総務管理費 6,918 18,126 △ 11,208 0.1% △ 61.8%

３ 支払基金交付金 1,397,647 1,386,211 11,436 25.5% 0.8%  賦課徴収費 7,149 6,541 608 0.1% 9.3%

４ 道支出金 777,693 769,229 8,464 14.2% 1.1%  介護認定費 66,652 60,693 5,959 1.3% 9.8%

５ 財産収入 5,155 3,095 2,060 0.1% 66.6% ２ 保険給付費 4,919,775 4,898,375 21,400 89.8% 0.4%

６ 繰入金 945,248 945,387 △ 139 17.3% △ 0.0% ３ 地域支援事業費 465,196 433,492 31,704 8.5% 7.3%

７ 繰越金 1 1 0 0.0% 0.0% ４ 保健福祉事業費 5,028 5,022 6 0.1% 0.1%

８ 諸収入 2 202 △ 200 0.0% △ 99.0% ５ 基金積立金 5,156 3,096 2,060 0.1% 66.5%

６ 諸支出金 1,500 1,500 0 0.0% 0.0%

5,478,874 5,428,345 50,529 100.0% 0.9% ７ 予備費 1,500 1,500 0 0.0% 0.0%

5,478,874 5,428,345 50,529 100.0% 0.9%

主な増減理由 主な増減理由

合　　　　　　計

合　　　　　　計

保険給付費及び地域支援事業費の増加に伴う国庫支出金、支払基金交付金、道支出金の
増
総務管理費の減に伴う繰入金の減

標準化に伴うシステム借上料の一般会計での計上による総務管理費の減
要介護認定申請件数の増による介護認定費の増
高齢者人口の増加等に伴う保険給付費、地域支援事業費の増

介護保険特別会計

（単位：千円）

歳　　　　　　入 比較 構成比 伸び率 歳　　　　　　出 比較 構成比 伸び率
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令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

１ 後期高齢者医療保険料 1,141,682 968,702 172,980 77.8% 17.9% １ 総務費 14,835 13,567 1,268 1.0% 9.3%

２ 繰入金 325,362 283,722 41,640 22.2% 14.7%  総務管理費 9,780 9,150 630 0.7% 6.9%

３ 諸収入 725 800 △ 75 0.0% △ 9.4%  徴収費 5,055 4,417 638 0.3% 14.4%

４ 繰越金 1 1 0 0.0% 0.0% ２
後期高齢者医療広域連
合納付金 1,451,235 1,237,958 213,277 98.9% 17.2%

３ 諸支出金 700 700 0 0.0% 0.0%

４ 予備費 1,000 1,000 0 0.1% 0.0%

1,467,770 1,253,225 214,545 100.0% 17.1% 1,467,770 1,253,225 214,545 100.0% 17.1%

主な増減理由 主な増減理由

合　　　　　　計 合　　　　　　計

被保険者増加及び子ども・子育て支援金制度の創設に伴う後期高齢者医療保険料の増
保険基盤安定負担金に係る一般会計繰入金の増

保険基盤安定負担金の増加及び後期高齢者医療保険料の増加に伴う後期高齢者医療広
域連合納付金の増

後期高齢者医療特別会計

（単位：千円）

歳　　　　　　入 比較 構成比 伸び率 歳　　　　　　出 比較 構成比 伸び率
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水道事業会計

令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率
令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率

1,345,803 1,337,838 7,965 92.0 0.6 1,382,521 1,401,924 △ 19,403 96.9 △ 1.4

1,193,981 1,183,000 10,981 81.6 0.9 572,200 575,000 △ 2,800 40.1 △ 0.5

149 149 0 0.0 0.0 131,583 145,080 △ 13,497 9.2 △ 9.3

151,673 154,689 △ 3,016 10.4 △ 1.9 108,097 110,285 △ 2,188 7.6 △ 2.0

117,199 136,215 △ 19,016 8.0 △ 14.0 83,733 84,691 △ 958 5.9 △ 1.1

0 20,000 △ 20,000 0.0 △ 100.0 18,720 40,667 △ 21,947 1.3 △ 54.0

9,512 5,362 4,150 0.6 77.4 108,616 98,890 9,726 7.6 9.8

85,729 89,865 △ 4,136 5.9 △ 4.6 356,703 338,760 17,943 25.0 5.3

12,134 12,138 △ 4 0.8 △ 0.0 1,766 7,564 △ 5,798 0.1 △ 76.7

1,608 1,728 △ 120 0.1 △ 6.9 1,103 987 116 0.1 11.8

8,216 7,122 1,094 0.6 15.4 39,279 27,684 11,595 2.8 41.9

0 0 0 0.0 0.0 36,089 24,712 11,377 2.6 46.0

0 0 0 0.0 0.0 3,190 2,972 218 0.2 7.3

0 0 0 0.0 0.0

300 300 0 0.0 0.0

300 300 0 0.0 0.0

5,000 5,000 0 0.3 0.0

1,463,002 1,474,053 △ 11,051 100.0 △ 0.7 1,427,100 1,434,908 △ 7,808 100.0 △ 0.5

令和8年度 令和7年度 増減
　 35,902 39,145 △ 3,243

令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率
令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率

404,600 558,400 △ 153,800 89.9 △ 27.5 527,663 692,894 △ 165,231 66.1 △ 23.8

25,000 20,000 5,000 5.6 25.0 115,295 105,121 10,174 14.4 9.7

0 0 0 0.0 0.0 154,665 138,816 15,849 19.4 11.4

20,314 20,296 18 4.5 0.1 737 896 △ 159 0.1 △ 17.7

0 0 0 0.0 0.0

0 0 0 0.0 0.0

449,914 598,696 △ 148,782 100.0 △ 24.9 798,360 937,727 △ 139,367 100.0 △ 14.9

　　 令和8年度 令和7年度 増減
△ 348,446 △ 339,031 △ 9,415

資本的収支差額
（予定額）

固定資産売却代金

計 計

主な増減理由 配水施設電気計装・機械設備更新事業の更新工事に係る建設改良費の減に伴う
企業債の減

主な増減理由 配水施設電気計装・機械設備更新事業の更新工事に係る建設改良費の減

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

国 庫 補 助 金 固 定 資 産 購 入 費

他 会 計 出 資 金 企 業 債 償 還 金

工 事 負 担 金 返 還 金

予 備 費

そ の 他 負 担 金

主な増減理由 ウォーターPPP導入可能性調査委託に係る補助金の皆減 主な増減理由 ウォーターPPP導入可能性調査委託に係る総係費の減

収益的収支差額
（予定額）

資

本

的

収

支

区   分 区   分

資

本

的

収

入

企 業 債

他 会 計 負 担 金 資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金 そ の 他 営 業 費 用

計 計

雑 収 益 営 業 外 費 用

特 別 利 益 支 払 利 息

固 定 資 産 売 却 益 雑 支 出

消費税及び地方消費税

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

補 助 金 総 係 費

受 取 利 息 職 員 給 与 費

長 期 前 受 金 戻 入 減 価 償 却 費

（単位：千円、税込み）

収
 
 
 
 
益
 
 
 
 
的
 
 
 
 
収
 
 
 
 
支

区   分 区   分

営 業 収 益 営 業 費 用

給 水 収 益 原 水 及 び 浄 水 費

他 会 計 負 担 金 配 水 費

水

道

事

業

収

益

そ の 他 営 業 収 益 水

道

事

業

費

用

給 水 費

営 業 外 収 益 業 務 費
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令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率
令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率

1,311,812 1,295,003 16,809 56.2 1.3 2,204,504 2,218,722 △ 14,218 96.4 △ 0.6

879,469 860,695 18,774 37.7 2.2 126,628 168,890 △ 42,262 5.4 △ 25.0

259,894 251,672 8,222 11.1 3.3 47,722 48,946 △ 1,224 2.1 △ 2.5

145,369 156,567 △ 11,198 6.2 △ 7.2 412,862 372,780 40,082 18.1 10.8

27,080 26,069 1,011 1.2 3.9 93,294 78,843 14,451 4.1 18.3

1,020,349 1,051,743 △ 31,394 43.8 △ 3.0 93,713 96,302 △ 2,589 4.1 △ 2.7

15,000 79,935 △ 64,935 0.7 △ 81.2 95,308 100,453 △ 5,145 4.2 △ 5.1

250,421 231,632 18,789 10.7 8.1 20,929 62,765 △ 41,836 0.9 △ 66.7

724,081 709,122 14,959 31.1 2.1 80,933 70,413 10,520 3.5 14.9

4,898 5,069 △ 171 0.2 △ 3.4 1,224,833 1,202,069 22,764 53.6 1.9

25,949 25,985 △ 36 1.1 △ 0.1 8,282 17,261 △ 8,979 0.4 △ 52.0

75,985 72,778 3,207 3.4 4.4

75,430 72,337 3,093 3.3 4.3

555 441 114 0.1 25.9

0 0 0 0.0 0.0

300 300 0 0.0 0.0

300 300 0 0.0 0.0

0 0 0 0.0 0.0

5,000 5,000 0 0.2 0.0

2,332,161 2,346,746 △ 14,585 100.0 △ 0.6 2,285,789 2,296,800 △ 11,011 100.0 △ 0.5

令和8年度 令和7年度 増減
　 46,372 49,946 △ 3,574

令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率
令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比  較 構成比 伸び率

898,914 811,982 86,932 62.2 10.7 1,513,379 1,377,661 135,718 72.8 9.9

486,481 450,289 36,192 33.7 8.0 4,263 1,071 3,192 0.2 298.0

55,838 57,348 △ 1,510 3.9 △ 2.6 560,262 566,672 △ 6,410 27.0 △ 1.1

3,716 3,354 362 0.2 10.8 500 500 0 0.0 0.0

0 0 0 0.0 0.0

1,444,949 1,322,973 121,976 100.0 9.2 2,078,404 1,945,904 132,500 100.0 6.8

　　
令和8年度 令和7年度 増減
△ 633,455 △ 622,931 △ 10,524

資本的収支差額
（予定額）

計 計

主な増減理由 建設改良費の増に伴う企業債及び国庫補助金の増 主な増減理由 耐震診断委託、マンホール蓋更新工事の資本的支出への移行に伴う建設改良費
の増

収益的収支差額
（予定額）

資
 

本
 
的
 
収
 
支

区   分 区   分

資

本

的

収

入

企 業 債 資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

国 庫 補 助 金 固 定 資 産 購 入 費

他 会 計 出 資 金 企 業 債 償 還 金

分担金及び負担金 長 期 貸 付 金

返 還 金

計 計

主な増減理由 耐震診断委託、マンホール蓋更新工事の資本的支出への移行に伴う国庫補助金の
減
ウォーターPPP導入可能性調査委託に係る国庫補助金の皆減

主な増減理由 耐震診断委託、マンホール蓋更新工事の資本的支出への移行に伴う管渠費の減
下水処理施設外維持管理業務委託の更新に伴う処理場費の増
ウォーターPPP導入可能性調査委託に係る総係費の減

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

消費税及び地方消費税

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

長 期 前 受 金 戻 入 職 員 給 与 費

雑 収 益 減 価 償 却 費

消 費 税 等 還 付 金 資 産 減 耗 費

営 業 外 収 益 し尿等処理受託事業費

国 庫 補 助 金 業 務 費

他 会 計 補 助 金 総 係 費

（単位：千円、税込み）

収
 
 
 
 
益
 
 
 
 
的
 
 
 
 
収
 
 
 
 
支

区   分 区   分

下
 
 
水
 
 
道
 
 
事
 
 
業
 
 
収
 
 
益

営 業 収 益

下
 
 
水
 
 
道
 
 
事
 
 
業
 
 
費
 
 
用

営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 管 渠 費

雨水処理負担金 ポ ン プ 場 費

受 託 事 業 収 益 処 理 場 費

そ の 他 営 業 収 益 生ごみ処理受託事業費
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